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（1）基本計画の変更 

○八ッ場ダム建設事業については、特定多目的ダム法に基づく基本計画の変更案を作成し、平成28

年8月12日から関係１都５県の知事と利水参画者に対して意見を聞く手続きを開始し、10月27日ま

でに回答をいただきました。 

（特定多目的ダム法第４条第４項） 

 

○関係１都５県の知事と利水参画者より回答が得られたことを受け、11月2日から関係省庁との協議

を開始しました。 

（特定多目的ダム法第４条第４項） 

 

○同第４条第４項に基づく手続きが全て完了した後、第５回基本計画変更における公示の準備を進

め、この準備が整い次第、関係１都５県の知事、利水参画者、関係省庁に対して通知を行う予定

です。 

（特定多目的ダム法第４条第５項） 

 

 変更内容（案） 

  建設に要する費用の概算額 ： 約４，６００億円 → 約５，３２０億円 

  予定工期             ： 平成３１年度までの予定（ 変更なし ） 

２．事業の進捗状況  
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（3）事業費変更の背景 

基本計画（第４回変更） 基本計画（第５回変更） 

公共工事関連単価の変化等・消費税率の変更 

ダム本体工事等の進捗 

湛水に伴う地すべり等対策箇所が判明 

コスト縮減計画内容がほぼ確定 

ダム本体工事契約前 

湛水に伴う地すべり等対策を調査・検討中 

コスト縮減の内容を検討中 

・ダム本体工事について、ボーリング調査結果等の既存資料をも
とに費用等を算定 

・ダム本体工事に着手し、地質状態が判明したことや、関係機関
との調整等が進展したことにより、これに基づき必要な費用等を
算定 

・調査・検討段階であり、既存の技術情報をもとに検討した最
大限の地すべり等の範囲を想定し算定を行い、事業費の外数
で計上 

・調査・検討が進み、対策箇所が判明したため、これに基づき必
要な費用等を算定し、事業費の内数で計上 

・更なるコスト縮減内容について検討中 ・コスト縮減内容がほぼ確定し、これに基づき必要な費用等を
算定 

年 月 日 事業の経緯

平成25年11月20日
第4回基本計画変更告示
（工期変更（平成27年度→平成31年度）、洪水調節計画）

平成26年1月8日 八ッ場ダム本体建設工事の入札公告
平成26年8月20日 八ッ場ダム本体建設工事の契約
平成27年4月10日 一級河川利根川水系八ッ場ダム建設工事の事業認定を申請
平成28年4月22日 一級河川利根川水系八ッ場ダム建設工事の事業認定告示

 前回基本計画変更（第４回変更）以降、事業費に関わる条件に変化が生じました。 

２．事業の進捗状況  
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（4）事業費の主な増要因【1/25】 

単位：億円 事業費の主な増要因 

 事業費を精査した結果、７２０億円の増額となりました。（現事業費約４，６００億円（平成22年度単
価）→新事業費（案）約５，３２０億円（平成27年度単価）） 

２．事業の進捗状況  

１．社会状況の変化に係る要因 91

１．１ 耐震化による変更 3

１．２ 関係機関との調整等による変更（埋蔵文化財対応など） 88

２．地すべり等安全対策に係る要因 141

２．１ 地すべり等安全対策による変更 141

３．現地状況の変化に係る要因 215

３．１ 地質条件の明確化等による変更 202

３．２ 用地取得難航等による変更 13

４．自然災害に係る要因等 8

４．１ 洪水や大雪対応による変更 8

５．社会経済的要因 266

５．１ 公共工事関連単価の変化等 233

５．２ 消費税率の変更 32

720合 計

増要因 増 額

※合計については、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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（4）事業費の主な増要因【2/25】 

事業費の内訳 

２．事業の進捗状況  

※合計については、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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建設費 4,277 4,997 720 91 141 215 8 266

工事費 984 1,518 535 27 83 206 8 210

ダム費 748 1,163 415 9 83 149 7 167

管理設備費 15 29 14 0 0 10 0 4

仮設備費 220 326 106 18 0 47 2 39

工事用動力費 0 0 0 0 0 0 0 0

測量設計費 755 851 96 57 15 0 0 24

用地費及び補償費 2,506 2,593 87 7 43 8 0 29

用地費及び補償費 1,221 1,221 0 0 0 0 0 0

補償工事費 1,268 1,355 87 7 43 8 0 29

生活再建対策費 16 16 0 0 0 0 0 0

船舶及び機械機器費 32 34 2 0 0 0 0 2

事業車両費 1 1 0 0 0 0 0 0

営繕・宿舎費 24 25 0 0 0 0 0 0

工事諸費 298 298 0 0 0 0 0 0

事業費 4,600 5,320 720 91 141 215 8 266

項 細目 工種 現事業費 新事業費（案） 増額 １．社会状況の

変化に係る要因

２．地すべり等安

全対策に係る要

因

３．現地状況の

変化に係る要因

４．自然災害に

係る要因等

５．社会経済的

要因

（単位：億円） 































（4）事業費の主な増要因【17/25】 

【放流警報設備】 
 現地調査及び吾妻川の既往洪水を踏まえた放流警報区間
の検討の結果、下流域の沿川住民や河川内利用者等に不聴
区間が生じないように警報局の箇所数が変更となりました。 
 
１４局 → ２９局 
 

※当初は、主要箇所（支川の合流点等）に放流警報設備を設置する
計画でしたが、現地調査の結果、河道沿いに公園や釣り場等の点在
が確認されたため、警報範囲を拡充しました。 また、周囲に民家が
多く騒音問題が懸念される箇所への対策として、スピーカとサイレン
の併用に見直しを行いました。 

放流警報局 警報表示板 

非常用発電機 ２台 

ゲート設備及びダム管理棟 
に電力を供給し機能を確保 

イメージ 

イメージ イメージ イメージ 

【非常用発電設備】 
 東日本大震災での停電実績を踏まえ、停電の想定期間が３
日から７日間に変更となりました。 
 また、基準に基づく非常用電源設備の増強、及び必要な燃料
が確保できる設備に変更となりました。 
 
  １台 → ２台  

３．１地質条件の明確化等による変更 
   （現地地質条件の変更等による増（管理設備計画の精査による変更））・・・（約１０億円） 

 現計画では、他ダムの事例を参考にして必要な施設を見込んでいましたが、その後、東日本大震災後に改定され
た要領等に基づき具体的な検討を行った結果、非常用発電設備や放流警報設備の追加等が必要となりました。 
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２．事業の進捗状況  

































○総便益 

【便益（効果）】 
※1：治水施設の整備によって防止し得る被害額（一般資産、農作物等）を便益とする。ダム有り無しの年平均被害軽減期待額を算

出し、施設完成後の評価期間（50年間）に対し、社会的割引率（4%）を用いて現在価値化を行い算定。 
※2：吾妻川（名勝吾妻峡）に必要な水量を確保することによる流況改善の効果を金額に換算するためＣＶＭを用いて算出し、施設

完成後の評価期間（50年間）に対し、社会的割引率（4%）を用いて現在価値化を行い算定。 
※3：施設については法定耐用年数による減価償却の考え方を用いて、また土地については用地費を対象として、施設完成後の評価

期間（50年間）後の現在価値化を行い算定。 

○総費用 

【費用】 
※4：総事業費は新事業費（案）である。 
※5：施設整備期間に対し、社会的割引率（4%）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い算定。 
※6：維持管理費の算出については八ッ場ダムと同じ重力式コンクリートダムで、完成年度が新しい宮ヶ瀬ダム等の維持管理費の実績

を参考に積み上げにより算出。施設完成後の評価期間（50年間）に対し、社会的割引率（4%）を用いて現在価値化を行い算定。 
※5、6：治水に係わる費用として、全体事業費の中の河川分（洪水調節と流水の正常な機能の維持）の負担率(54.6%×999/1000)を乗 
    じて算定。 

①総事業費 ※4 約5,320億円 

②建設費 ※5 約4,401億円（現在価値化、S42～施設完成まで） 

③維持管理費 ※6   約106億円（現在価値化、完成後50年間） 

④総費用（②＋③）   約4,508億円  ※端数処理（四捨五入）のため合計が一致しない場合がある。 
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①洪水調節に係る便益 ※1 約28,165億円（現在価値化、完成後50年間） 

②流水の正常な機能の維持に係る便益 ※2    約163億円（現在価値化、完成後50年間） 

③残存価値 ※3    約155億円（現在価値化） 

④総便益（①＋②＋③）   約28,484億円  ※端数処理（四捨五入）のため合計が一致しない場合がある。 

３．事業の評価    
（4）費用対効果の算定【2/2】 



項目 
平成28年度評価 
（今回評価） 

平成25年度評価 
（前回評価） 

備考 

B／C 6.3 6.5    

総便益（B) 約2兆8,484億円 約2兆4,166億円 
社会的割引率（年4%）を用い
て現在価値化を実施 

総費用（C) 
約4,508億円 

（現在価値化前：約3,068億円） 
 約3,694億円 

（現在価値化前：約2,777億円） 

社会的割引率（年4%）および
デフレーターを用いて現在価
値化を実施 

工期 平成31年度 平成31年度   

便益算定の 
計算条件 

・評価時点：平成28年度 
・評価期間：整備期間＋50年間 
 
(洪水調節に係る便益) 

・資産データ：平成22年国勢調査 
            平成24年経済センサス 
       平成22年延床面積 等       
・単価：平成27年度評価額 
 
(流水の正常な機能の維持に係る便益) 

・支払意思額：平成28年度調査(CVM) 

・評価時点：平成25年度 
・評価期間：整備期間＋50年間 
 
(洪水調節に係る便益) 

・資産データ：平成22年国勢調査 
            平成21年経済センサス 
       平成17年延床面積 等       
・単価：平成24年度評価額 
 
(流水の正常な機能の維持に係る便益) 

・支払意思額：平成25年度調査(CVM) 
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３．事業の評価    
（5）今回（H28年度）と前回（H25年度時点）の比較 



















（1）事業の必要性等に関する視点（事業の投資効果） 
 
 ①事業を巡る社会経済情勢等の変化 
  ○利根川では、近年においても、平成10年9月、13年9月、14年7月、16年10月、19年9月に洪水被害が発生

しています。 
  ○利根川では、昭和47年から平成28年の間に16回の渇水が発生しています。渇水時の取水制限は1ヶ月以

上の長期にわたることもあり、社会生活、経済活動などに大きな影響を与えています。 
  
 ②事業の投資効果 
 
 
 
 
 
 

（2）事業の進捗状況・事業の進捗の見込みの視点 
 
 ○ダム本体建設工事については、本体コンクリート打設が本格化するなど、着実に進捗を図っています。 
 
 ○また、用地については、4月22日に土地収用法に基づく事業認定が告示されました。平成31年度までの事

業完了に向け、任意協議と並行して収用手続きも進めています。 
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６．今後の対応方針（原案）    

平成28年度評価時 B/C B（億円） C（億円） 

八ッ場ダム建設事業  6.3 約28,484  約4,508  



（3）コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点 
 
 ＜コスト縮減＞ 
 ○平成16年度より国、関係自治体、利水者からなる「八ッ場ダム建設事業のコスト管理等に関する連絡協議

会」を設置し、コスト縮減の達成状況等の協議を行いながら、事業費等の管理を進めています。 
  
 ＜代替案立案等の可能性＞ 
 ○平成23年度に実施した八ッ場ダムの検証に係る検討において、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評

価実施要領細目」に基づき「洪水調節」、「新規利水」、「流水の正常な機能の維持」を目的別にダム案
（八ッ場ダム）と八ッ場ダム以外の代替案を複数の評価軸ごとに評価し、総合的な評価の結果としては、
コストや時間的な観点から見た実現性等の面から、ダム案（八ッ場ダム）が優位と評価しています。 

  
 ○上記評価において、今回の総事業費の変更を考慮したとしても、ダム案（八ッ場ダム）と代替案とのコス

ト面での優劣に変化はなく、ダム案（八ッ場ダム）が優位との総合的な評価の結果には影響を与えないこ
とを確認しています。 
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６．今後の対応方針（原案）    

（4）今後の対応方針（原案） 
 
 ○当該事業は、現段階においても、その事業の必要性は変わっておらず、引き続き事業を継続することが妥

当と考えます。 
 
 ○今後とも、コスト縮減に取り組みつつ、平成31年度の完成に向け、事業を着実に進めてまいります。 
 


